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要旨

　今日の日本社会では、「結婚活動」（略して婚活）と呼

ばれる新たな用語が登場している。その背景には、多く

の者が結婚を望んでいるのにも関わらず、それが叶わな

い現実がある。そのため、晩婚化や少子化が進行し、そ

れらは社会問題として政策対象になりつつある。政府

は、問題の焦点を少子化にあてて、保育所増設等の子育

て支援策を積極的に推進している。しかし、少子化の解

決には男女の出会いが必要不可欠であり、婚活と少子化

現象は関連性の強い概念である。本稿では、「婚活」を社

会福祉政策対象として掲げることで、婚活が少子化現象

と強い関連性があることを指摘する。また、恋愛や婚活

に関する政策を政府がより積極的に推進することによ

り、少子化政策と「婚活」当事者のQOL（生活の質）向
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上の一助になることを目指す。本稿の研究方法は恋愛や

結婚に関係する文献調査を行い、それに関連する事柄も

議論に踏まえつつ、最終的に、恋愛や結婚が、決して個

人的な問題だけではなく、社会全体の問題であることを

明らかし、公的な支援の必要性を訴える。

Ⅰ　政府の少子化政策―恋愛や結婚をめぐる議論の前

段階として

　今日の日本社会では、少子化が進行している。人口統

計上の指標で一人の女性（１５歳～４９歳と定義される）が

生涯に産むと推計される子どもの数を指す合計特殊出生

率は、直近の２００９（平成２１）年において、厚生労働省

「平成２１年人口動態統計（確定数）」の概況によると１.３７

と近年の中ではやや上昇傾向にある。１）しかし、当該社会

の人口規模を維持するために必要な水準は２.０８と言われ

ており、現在のそれは人口維持水準を大きく下回ってい

る。２）

　少子化現象が社会問題と認識されるようになったの

は、１９８９（平成元）年の合計特殊出生率が１.５７となり、

「１.５７ショック」として報道されてからである。少子化

が進行することは、将来の労働力の減少、税収の減少、

年金、社会保険の維持が難になる等の問題があると政府

は認識したのである。

　危機感を感じた政府はその後、１９９４（平成６）年に厚

生・文部・労働・建設４省合意に基づく「今後の子育て

支援のための施策の基本的方向について」（エンゼルプラ

ン）を発表した。

　エンゼルプランは５つの大きな柱を中心にまとめられ

ている。それらを順に挙げると①子育てと仕事の両立支

援、②家庭における子育て支援、③子育てのための住宅

および生活環境の整備、④ゆとりある教育の実現と健全

育成の推進、⑤子育てコストの軽減である。３）

　上記プランは、その後も継続的に名称変更を伴いなが

ら見直しが続けられ、今日に至っている。しかし、今日

においても少子化の進行は収まらず、わが国において

は、２００５（平成１７）年から人口減少社会に突入している。

Ⅱ　政府による少子化政策の盲点

　少子化現象に対する政策は、上記に掲げた通り、子育

て環境の整備に主眼を置くものが主流であり、またその

ような視点が必要であることは間違いない。しかし、少

子化が進む背景には、これから子どもの親となる若年者

の置かれている背景が過去とは比べ物にならない程変化

していることがあると考えられる。筆者らは以前、低所

得者の現状について調査を行い、近年、低所得者が増加

していること、また若年者が正規雇用を望んでもそれが

叶えられること自体、困難度が増していること、さらに

非正規雇用者に対する社会からの眼差しが厳しいことな

どを明らかにした。４）

　仮に若年者の収入が低く、雇用が安定していなくて

も、政府が子育てや教育に関わる費用を捻出するのであ

れば、問題は大きくはならないであろう。しかし、日本

社会は子育てに関わる費用は家族が捻出するべきである

とする社会規範が存在し、それが常識となっている現状

がある。そのような中で若年者が子どもを産み育ててい

くためには莫大な費用が必要とされ、現在の雇用環境に

おいては少子化現象は止まらないであろう。筆者はもち

ろん子どもを産むことのみを良いこととし、それをしな

い（できない）こと悪と考えている訳ではない。看護学

者の大石は、女性が結婚や出産に関して、それらを「女

性の役割」「女の幸せ」「三年経って、子なきは去れ」な

どの言説が歴史上、支配していたことにより、それに合

致しない選択をしようとする女性には大きなプレッ

シャーがかかっていたことを明らかにしている。また同

氏は、様々な選択肢の中から、最終的には自分らしい選

択をするようにと呼びかけている。５）

　上記の大石の議論のように、子どもが少ないからと

言って、女性に子どもを産むように奨励する気持ちは筆

者には全くない。しかし、恋愛や結婚を実際に望んでい

る者に対しての支援は必要不可欠なのではないかと考え

ているのである。また、その結果として、少子化を食い

止めることができたならば、より望ましいのではないだ

ろうか。

Ⅲ　少子化政策に新たに取り入れられるべき視点「婚

活」

　少子化現象に歯止めがかからない原因として、上記に

おいては雇用環境を挙げた。しかし、雇用環境が仮に改

善されたとしてもそれだけでは少子化進行は抑えること

ができない。

　子どもが生まれるためには男女の出会いが必要である。

　近年、「婚活」という用語が広まっている。婚活とは、

結婚活動の略語で、社会学者の山田昌弘が提唱した概念

である。山田は、学生が就職する際には就職活動（略し

て就活）が必要であるのと同じように、今日においては

結婚についても就職と同じように活動が必要であると主

張する。６）このような議論のなかで筆者は、婚活が、今日

の少子化現象を読み解く上で、キーワードになると考え

ている。そのため、本稿においては、婚活に対して歴史

的な視点も踏まえ、様々な視点から文献調査を行うこと

により、スポットライトをあてることに焦点をあてる。

その目的は、ミクロレベルにおいては、恋愛や結婚を望

む人のQOL（生活の質）の向上を目指すものであり、マ

クロレベルにおいては、少子化問題の解決を志向するも
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のである。

　前近代社会においては配偶者選択の自由はなく、親に

よる取り決め婚が主流で、自分がそれを行うのは例外で

あった。ここで重要となってくるのは親の意向であり、

当人たちには選択の余地はない。そのため、当人たちが

納得して結婚したかとの問題は隅に追いやられるが、ほ

ぼ全員が結婚していく世の中であった。

　戦後から１９９０年代頃までは、自由恋愛が謳われながら

も実際は、見合いや職場による結婚相手の斡旋が主流で

あった。また１９９０年代までは、「恋愛＝結婚」との社会規

範があり、恋愛は結婚と結びつくものとして社会から捉

えられていた。さらにこの頃の日本社会では、男性＝仕

事、女性は家事との社会規範も強固であり、その社会規

範に従っていればほぼ全員が結婚可能な世の中であっ

た。

　しかし、１９９０年代以降においては、男女の出会いに関

して、第三者が介入する余地は狭まり、個人の努力がも

のをいう社会になった。以前のように限られた場で男女

が出会うだけでなく、交通やIT技術が発達した今日の社

会は男女の出会いの機会も増加させた。そのため、結婚

斡旋は減少することになる。また、以前のように、「恋愛

＝結婚」との社会規範が揺らいできたため、いくら恋愛

が活発に行われたとしても、それが結婚に結びつきにく

い世の中になった。さらに以前のような社会規範も揺ら

ぎ、人々が希望するライフスタイルも多様化した。その

ため、今日においては、希望通り結婚できる人と未婚者

の二極化が進行しているのである。

Ⅳ　今日の就職環境―「婚活」概念の理解を深めるた

めに

　山田は婚活が必要となった背景として、就職の視点か

らも検討を加えている。そこでは、結婚と就職は、どちら

も「規制緩和」によってそれぞれの活動が必要になった

として、両者は大変似通ったものであるとしている。６）

　前近代社会において就職とは、親の職業を継ぐのが基

本であった。そのため、親と別の仕事に就く者は例外で

あった。このような社会においては職業選択の余地はな

いが、ほぼ全員が職に就くことが可能であった。社会学

者の落合恵美子は、自身の家族史研究から、「時代のもっ

とも根底をなす特質というものは、それを生きている人

たちには、『人間の条件』といっていいくらい当たり前に

思われて、特に意識されないものです」と述べている。７）

就職に関してもそれぞれの時代を生きてきた人々はそれ

が「普通」の生き方であり、多くの若者は大きな葛藤が

なく職に就いたものと思われる。

　また、１９９０年代までの就職は学校経由の就職斡旋が基

本であり、そのレールに乗っていれば就職することは困

難なことではなかった。今日においては、教育社会学者

の本田由紀が、学校経由の就職について、批判的検討を

加えているが８）、１９９０年代までのそれはうまく機能して

いたのである。さらに、１９８５（昭和６０）年に男女雇用機

会均等法が施行される以前は、職場におけるジェンダー

差（女性制限）が明らかにあり、男女の間での所得格差

も今日以上に大きく、そのことが女性を早期の結婚へと

導くひとつの要因ともなっていた。以上のような理由か

ら、１９９０年代までは、ほぼ全員（男性）が職に就くこと

が可能な社会であった。

　しかし、１９９０年代以降、就職についても規制緩和が進

んだ。就職協定は廃止、男女が平等に働けるよう、法律

も整備されていく。このような世の中になると、個人の

努力が重視され、簡単に希望の職種に就くことができる

人と、そうでない人との格差が拡大する。今日の社会

は、メリトクラシー（業績主義）の世の中と言われてお

り、誰もが努力すれば階層上昇や希望の職に就くことが

できると信じられてきた。しかし、現実には就職の際重

視されるのは、「人間力」等の曖昧な概念であり、コミュ

ニケーション能力の長けた人間には就職内定が集中し、

逆にそうでない人間には全く就職する機会が与えられな

いのが今日の現状である。前述の本田は、このような世

の中の現状に対し、メリトクラシーを進化させた「ハイ

パーメリトクラシー」との概念を提唱し９）、学校における

教育の職業的意義を高めるような指導を行うよう、提唱

している。１０）

　以上の検討から明らかなことは、結婚と就職は強い関

連があり、いずれの領域においても、前近代から、今日

にかけて社会環境が大きく変化していることである。ま

た、今日においては結婚も就職も「自由化」が進んだた

め容易に結婚や就職ができる人と、いくら努力してもそ

れらができない人との間で格差が拡大しているのであ

る。

　このように考えてくると、少子化政策とは、女性が働

きやすい職場環境を整備することや保育所を増設するだ

けでは不十分であることがわかるであろう。少子化政策

で重要な要素のひとつは、結婚を望んでいるのにそれが

できない人への支援である。

Ⅴ　「婚活」への政策介入が必要な理由

　前項でみてきたように、今日少子化が進んでいる原因

のひとつは、社会環境が大きく変化してきた点にある。

それによって、結婚ができる人とそれができない人の格

差が拡大していることが明らかになった。

　今日は「自由な」恋愛や結婚が許される。それが許さ

れた社会では人々の魅力格差は拡大される。山田は、

１９９０年代までの社会は男女の魅力格差が隠蔽されていた
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時代であるとしている。１１）今日のような「自由な」結婚

が許されていなかった時代は、男女の出会いの場は限ら

れていた。身近に接する異性の数が少なければ、その少

ない選択肢から結婚相手を探すことになる。また、１９９０

年代は上記のように職場におけるジェンダー差が明らか

であり、男女の経済力格差も今日以上のものがあった。

つまり、女性は経済力がある男性というだけで魅力を感

じたであろうし、逆に男性は、若く独身である女性とい

うだけで魅力を感じたであろう。さらに、この時代は上

述のように自由な恋愛が許される世の中ではなかったた

め、男女ともに恋愛経験が豊富ではなかった。そのよう

な状況に置かれた男女が職場等で出会った場合、お互い

に好意を持つ確率も高まる。人は自分に好意をもつ人を

好きにならずにはいられないという「好意の互恵性」が

あることは社会心理学の研究からも明らかである。１２）

　このような社会環境に置かれた男女が結婚していくの

はある意味では自然なことである。しかし、今日におい

ては、「自由な」恋愛や結婚が許されるため、すべての人

が競争に駆り出されることになる。自由競争において、

魅力のある者は益々それを磨き、逆にそれがないものは

いつまで経っても競争に勝利することができない。

　教育社会心理学者の樋口康彦は、自身を結婚弱者であ

るとし、その著書の最初の部分において「結婚したくな

かったらこうしよう」との箇所を設けている。以下に引

用する。１３）

　ルール１：自分の内面を見てくれる人を探そう。お

しゃれに興味のない自分を理解し、受け入れてくれる人

を探そう。

　ルール２：運命の人を信じよう。まったく結婚活動を

行わず、劇的な出会いが向こうからやってくるのをじっ

と待っているのがベストである。

　ルール３：たとえば「一度も恋愛経験はないこと」、逆

に「過去に豊富な恋愛経験があること」「友だちがいない

こと」など、知られたら不利になることを自分の口から

交際相手にどんどんいってしまおう。

　ルール４：交際相手と会うことより習いごと、友人と

のつきあいなどを優先しよう。自分の生活パターンを乱

してはならない。

　また、プライドを守るため「あなたとつきあうことに

必死になっているわけではない」ということを、交際相

手にそっけない対応をして伝え続けよう。

　交際相手からのメールに対する返事は３日後、４日後

もしくは５日後に出せばよい。ケータイに相手からの着

信履歴が残っていても、相手がまたかけてくるのを待と

う。

　ルール５：あなたはルール４のような、結婚活動をし

ているものの、真剣に取り組んでいない人、煮え切らな

い人を早々に切ってしまってはいけない。できる限り譲

歩して、会ってみよう。交際を試みよう。そして貴重な

時間を空費するとよい。

　樋口は、結婚適齢期を過ぎても結婚できない男女のほ

とんどが、深く考えもせず上記のルールを実践してしま

い、結果的に自身の結婚を遠ざけていると指摘してい

る。これらは樋口自身がこれまで実践してきたことでも

あり、自身は現在も独身で婚活中である。この著書の中

には、樋口自身の婚活の様子が記載されており、お見合

いパーティや結婚相談所における実践が描かれている。

　樋口は自身が結婚弱者であることを認め、積極的に婚

活を行っているから、まだ結婚の可能性はあると言え

る。しかし、今日のように「自由な」恋愛や結婚が許さ

れる社会において、魅力の低い人々が恋愛や結婚をして

いくのは難しい。社会学の領域からも、中村・佐藤に

よって、「対人関係能力が低い人は結婚することが難し

くなってきている」ことが明らかにされている。１４）また、

文学者の小谷野も今日の恋愛に関する議論の中で、「男

女の自由恋愛は、当人たちが望めばできるような環境に

なり、そこで初めて、そのような環境が整っても『もて

る／もてない』問題は残る、ということが明らかになっ

た」と述べている。１５）このような議論からも、樋口の事

例は決して個人的なものではなく、一般化された問題と

言えるであろう。

　

　上記の「ハイパーメリトクラシー」の議論とも関連す

るが、人づきあいが苦手で、コミュニケーション能力の

低い人間はこれまでの社会であれば結婚することも可能

であった。しかし、今日においてはそうした特徴を持つ

人は恋愛弱者（恋愛をしたくてもできない人）となり、

結婚弱者（結婚したくてもできない人）になっていく。

　また、コミュニケーション弱者は就職においても不利

な立場に置かれる。今日のようにハイパーメリトクラ

シーな社会においては、コミュニケーション能力が低い

ことは仕事に就くことを難しくする。それにより、十分

な収入を得ることが難しく、経済的にも貧困者となる確

率が高まる。それは、結婚への道のりを遠いものにして

しまうのである。

　では、このような状況は個人の努力のみの問題なので

あろうか。この点に関し、もちろん個人の努力が必要で

あることは認める。しかし、社会からもこれらの人々に

対する支援が必要なのではないかと考えている。もちろ

ん、すべての人が恋愛や結婚をすることを望ましいとは

考えていない。そのような事柄を望まない者は、それら

を行う必要はないのである。例えば、本田透はその著書
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の中において、「恋愛資本主義」が発達した今日において

は、絶対的な恋愛弱者が誕生し、そのような者は、アニ

メやフィギアなどの二次元の世界でしか生きていくこと

ができない現状を報告し、二次元の世界で生きるもの

は、現実の恋愛や結婚をしない（諦めた）ものである旨

を述べている。本田は、「恋愛することによって苦しむ

人間も多いが、『恋愛するもしないも本人の自由』であり

『恋愛できないからといって、人間としての価値が損な

われるわけではない』という発想の転換がそろそろ必要

なのではないだろうか」と述べている。１６）このような考え

があることは恋愛弱者に対して、やさしい社会を作るこ

とにもなり、傾聴に値する。しかし、現実に恋愛や結婚

を望む者に対しては、公的な支援が必要なのではないか

と考えているのである。

Ⅵ　恋愛・結婚に関する先行研究―「婚活」政策の充

実に向けて

　これまで述べてきたように、今日において恋愛や結婚

は自然にできるものではなくなっている。また、そうし

た中で、恋愛や結婚ができない人は増大している。恋愛

や結婚をしたい人がそれらをできないことは、少子化の

大きな原因であるにも関わらず、この問題はつい最近ま

で全く社会から関心を持たれなかった。これまでの社会

は恋愛や結婚は個人の自由意思によるものであるとの認

識が強く、国立社会保障・人口問題研究所による独身者

の結婚意思を問うような調査はあったが、この問題に対

する先行研究は少ない。

　マーケティングライターの牛窪恵は、結婚に焦る「ア

ラフォー（４０歳前後）」「アラサー（３０歳前後）」の人々

も、情熱的な恋愛を望まない「エコ恋愛」のスタイルを

とる若者も、大恋愛の夢を捨てて、身近な出会いを大切

にするよう呼びかけている。１７）また社会福祉学者の吉川

知巳は、離婚予防の視点から、若者は結婚前に定位家族

を離れて単身生活をするよう提唱している。そうするこ

とによって、家事能力が身につき、離婚予防に役立つと

するものである。１８）

　この指摘は、離婚予防だけでなく、結婚においてもあ

てはまる。かつて、「パラサイト・シングル」との用語が

流行したが、現在の若者の多くは親と同居している。１９）実

際、国立社会保障・人口問題研究所による２００５（平成１７）

年の『第１３回出生動向基本調査と結婚と出産に関する全

国調査』によると、２０歳～２４歳の者のうち、男性の７０パー

セント、女性の７９パーセントが親と同居している。２０）ま

た、この問題に関連し、臨床社会学者の春日キスヨによ

る文献調査によると、親と同居する無業者・無就学者の

割合が増加を続けており、２００８（平成２０）年の時点で５０

パーセントを上回っている。これを基に春日は、「『食え

なくなった中年子世代が親の年金で生活する』というか

たちが一般化している」と述べている。２１）そのような状況

の中では、わざわざ生活レベルを落として結婚に踏み切

るのも難しいであろう。

Ⅶ　今後の政策と課題―少子化政策と「婚活」当事者

のQOL向上に向けた一助として

　恋愛弱者や結婚弱者問題は、今日の少子化現象と切っ

ても切れない関係である。国レベルでみれば、少子化が

進行することは将来の国力の衰退を示し、危機であるこ

とは間違いない。また、個人レベルにおいても恋愛や結

婚を望んでいるのに、それが叶わないことは個人のQOL

（quality of life）を脅かすことになり、これもまた問題

である。QOLは、日本語では「生活の質」と訳され、自

分自身の生活に関する主観的満足感、安定感、幸福感、

達成感などのことを指す。２２）社会福祉学領域において、

QOLは主にADL（activities of daily living）に比重を置

く援助に対しての批判として発達してきた概念である。

QOLは、ADLが重視してきた食事や寝起きなどの日常

生活動作に対し、あくまでも本人の「主観」を重視した

ものであり、近年様々な場面で登場するようになった。

例えば、社会福祉士の養成テキストにおいても、「利用者

の『生活の質（QOL）』を向上させ、維持していく取り

組みが求められる」との記述をみることができる。２３）結婚

とQOLとは一見すると、縁のないものであるように思わ

れるが、現代社会においては、多くの人びとが「主観的

に」結婚を望んでいるのに、それが叶わない現実がある。

結婚ができないことは、生命を脅かすような事象ではな

い。しかしいくら、日常生活を問題なく過ごしていたと

しても、それによって、本人の「主観的な」満足が得ら

れていないのであれば、それを政策によって改善する余

地があるのではないだろうか。これは決して結婚を理想

化し、結婚によってQOLが完全に満たされると言ってい

るのではない。しかし、結婚を望んでいる人は、それが

できることによって、少なくても本人の「主観的な」満

足感、幸福感、達成感などが向上するものと思われる。

社会学者の佐藤・永井・三輪も、その著書において、「現

在、結婚は単なるプライベートな問題を超えて現代社会

の政策問題にまでなっている」ことを認めている。２４）筆者

はこの問題に関し、政策として男女の出会いの場を提供

することと、当事者に対してコミュニケーション能力を

身につける場を提供することを提言したい。

　まず、ひとつ目の提言であるが、昔のように男女が自

然と結婚していく社会においては、当事者の周囲の者が

男女の間を取り持つことによって、結婚への道筋がつけ

られた。これは、今日のソーシャルワークに似たもので

ある。しかし、魅力格差が拡大している今日においては
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恋愛や結婚は個人の問題か ― 公的支援導入の提言

政策がこの問題に介入する必要がある。すでに兵庫県に

おいては「ひょうご出会いサポート事業」がスタートし

ている。２５）今後はより多くの自治体が積極的にこのよう

な取り組みを行っていく必要があると考える。

　また、ふたつ目の提言であるが、今日において、魅力

格差が拡大することはある程度は致し方ない面がある。

しかし、恋愛や結婚を望んでいるのに、註１）それが叶わな

い状況なのであれば、国や自治体は「男女におけるコ

ミュニケーションの方法」等の講座を積極的に開催し、

恋愛弱者や結婚弱者を支援していく必要があると考え

る。このような政策の実施主体は国が望ましいのか、も

しくは地方公共団体が望ましいのかについては、今後の

研究課題としたい。
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